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【本日の公表データ】 

■令和元年経済センサス‐基礎調査（国及び地方公共団体の事業所数等） 

 総務省統計局は、我が国における事業所及び企業の活動状態等の基本的構造を全国及び

地域別に明らかにするとともに、事業所母集団データベースの整備に資する統計調査とし

て実施した「令和元年経済センサス‐基礎調査」の結果のうち、「国及び地方公共団体の事

業所数等」を公表しました。 

 なお、民営事業所に関する確報集計結果は、令和 2 年 12 月に公表予定です。 

○概況 

令和元年 6 月 1 日現在の国及び地方公共団体の事業所数は 13 万 9330 事業所(平成 26 年

7 月 1 日現在と比べると 5.7％の減少)。 

 https://www.stat.go.jp/data/e-census/2019/index.html 

 

■サービス産業動向調査(2020 年（令和 2 年）4 月分(速報)) 

○月間売上高は 25.2 兆円。前年同月比 18.9％の減少。 

○事業従事者数は 2971 万人。前年同月比 1.7％の減少。 

https://www.stat.go.jp/data/mssi/kekka.html 

 

【お知らせ】 

■統計 Today No.157 本日掲載  

（統計 Today は、統計をめぐる新しい動きやメッセージをお届けするものです） 

〇緊急事態宣言下における国内移動者数の状況～東京都の状況を中心に～ 

－住民基本台帳人口移動報告 2020 年 5 月の結果から－ 

住民基本台帳人口移動報告は、住民基本台帳に基づき、月々の国内における人口移動の

状況を明らかにしています。 

本稿では、緊急事態宣言下の 5 月の国内人口移動について、新型コロナウイルスの感染

者数も多く、同宣言が下旬まで継続していた東京都の状況を中心に紹介します。 

https://www.stat.go.jp/info/today/157.html 

 

■「社会人のためのデータサイエンス演習」受講者募集開始 

社会人や大学生に向けて、ビジネスの現場で求められているデータサイエンスを分かり

やすく解説！ 

総務省統計局は、データサイエンス・オンライン講座「社会人のためのデータサイエン

ス演習」を 9 月 29 日(火)に開講することとし、本日から受講者の募集を開始します。 

誰でも無料で受講することができますので、是非、御活用ください。 

https://gacco.org/stat-japan2/ 

================================================================== 

□「社会人のためのデータサイエンス入門」開講中！ 

 社会人・大学生等がデータ分析の基本的な知識を身につけることができる無料のオンラ



イン講座です。 

 是非、御活用ください。 

 https://gacco.org/stat-japan/ 

================================================================== 

□調査へのご理解・ご協力をお願いします。 

あなたのために。くらしのために。統計調査 (広報動画) 

 https://www.youtube.com/watch?v=L8dMUPJ7qAs&feature=youtu.be 

================================================================== 

配信先の変更・配信中止など 

https://www.stat.go.jp/info/mail/index.html 

※統計データの入手先に関する問い合わせ,統計調査に関する Q&A 

 https://www.stat.go.jp/training/toshokan/faq.html 
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このメールにお心当たりがない方は、大変お手数ですが下記までご連絡ください。 

総務省統計局統計情報利用推進課 

 stat_m-news@soumu.go.jp 


